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医療・介護を取り巻く
環境の変化
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高齢者人口の将来推計
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2023年推計



○75歳以上人口は、多くの都道府県で2025 年頃までは急速に上昇するが、その後の上昇は緩やかで、
2030 年頃をピークに減少する。
※2030年、2035年、2040年でみた場合、2030年にピークを迎えるのが34道府県、2035年にピークを迎えるのが9県
※沖縄県、東京都、神奈川県、滋賀県では、2040年に向けてさらに上昇

○2015年から10年間の伸びの全国計は、1.32倍であるが、埼玉県、千葉県では、1.5倍を超える一方、山
形県、秋田県では、1.1倍を下回るなど、地域間で大きな差がある。

７５歳以上人口の将来推計（平成２７年の人口を１００としたときの指数）

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成25(2013)年3月推計)」より作成
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都市規模別にみた65歳以上人口指数



7（出所）総務省「国勢調査」、社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」 （出生中位・死亡中位）、厚生労働省「人口動態統計」
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人
口
（
万
人）
・
構
成
比

「肩車型」社会へ
今後、急速に高齢化が進み、やがて、「１人の若者が１人の高齢者を支える」という厳しい社
会が訪れます。

社会保障改革により、支え手
を少しでも増やす努力が必要
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１年間の
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（1.37）

56万人
（1.35）

182万人
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社会保障給付費の推移



社会保障給付の部門別の国際的な比較
（対GDP比）
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OECD加盟国の医療費の状況
（2019年）
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社会保障給付費の将来見通し



医療費と介護費

国民医療費 介護総費用額
2000年 30.1兆円 3.6兆円
2019年 44.4兆円 10.5兆円
伸び 1.5倍 2.9倍



年齢階級別にみた受療率
（人口10万対）の年次推移
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医療提供体制の
パラダイム・シフト

三次医療
（高度専門医療）

二次医療
（入院医療）

一次医療
（外来医療）

高齢化が進む前 超高齢社会

慢性期医療



診療報酬と介護報酬
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診療報酬・介護報酬の改定時期
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介護報酬診療報酬

同時改定◯◯2024（令和６）年度

2023（令和５）年度

◯2022（令和４）年度

◯2021（令和３）年度

◯2020（令和２）年度

2019（令和元）年度

同時改定◯◯2018（平成30）年度



診療報酬改定の流れ
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診療報酬と介護報酬の決定プロセス

●報酬額の決定

●改定率の決定
予算編成過程

23

【診療報酬】
社会保障審議会医療保険部会

医療部会
【介護報酬】
社会保障審議会介護保険部会

【診療報酬】
中央社会保険医療協議会
（中医協）
【介護報酬】
社会保障審議会介護給付費分科会

基
本
方
針



予算編成過程

●５月 省内での検討
●６月 「骨太の方針」（経済財政諮問会議）
●７月 概算要求基準（財務省）
●８月 予算概算要求（各省）
●９～12月 財務省における査定
●12月 「予算編成の基本方針」（経済財政諮問

会議）の閣議決定・予算の確定（閣議）
●１月 予算の国会提出
●２～３月 国会での審議
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経済財政運営と改革の基本方針 2023

●次期診療報酬・介護報酬・障害福祉サービス等
報酬の同時改定

－物価高騰・賃金上昇、経営の状況、支え手が減
少する中での人材確保の必要性、患者・利用者
負担・保険料負担への影響を踏まえ、患者・利
用者が必要なサービスが受けられるよう、必要
な対応を行う
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経済財政運営と改革の基本方針 2023

●次期診療報酬・介護報酬・障害福祉サービス等
報酬の同時改定

－「令和６年度予算編成に向けた考え方」（注：
本方針、骨太方針2022及び骨太方針2021に基づ
き、経済・財政一体改革を着実に推進する。た
だし、重要な政策の選択肢をせばめることが
あってはならない。）を踏まえつつ
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経済財政運営と改革の基本方針 2023

●次期診療報酬・介護報酬・障害福祉サービス等
報酬の同時改定

－持続可能な社会保障制度の構築に向けて、当面
直面する地域包括ケアシステムの更なる推進の
ための医療・介護・障害サービスの連携等の課
題とともに、（以上に掲げた）医療・介護分野
の課題について効果的・効率的に対応する観点
から検討を行う
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令和６年度概算要求基準

●経済・財政一体改革を着実に推進。ただし、重
要な政策の選択肢をせばめることはあってはな
らない。

（１）年金・医療等
－前年度当初予算額に高齢化等に伴ういわゆる自

然増（5,200億円）を加算した範囲内で要求
（２）地方交付税交付金等
（３）義務的経費
－前年度当初予算額の範囲内で要求
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令和６年度概算要求基準

（４）その他の経費（裁量的経費）
－前年度当初予算額の90％（「要望基礎額」）の

範囲内で要求
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令和６年度概算要求基準

（５）重要政策推進枠
－構造的賃上げの実現、官民連携による投資の拡

大、少子化・こども政策の抜本強化を含めた新
しい資本主義の加速や防衛力の抜本的強化を始
めとした我が国を取り巻く環境変化など、重要
政策課題に対応するため、「重要政策推進枠」
を措置
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令和６年度概算要求基準

（５）重要政策推進枠（続き）
－前年度当初予算におけるその他の経費に相当す

る額と要望基礎額の差額に100分の300を乗じた
額及び義務的経費が前年度当初予算額を下回る
場合にあっては、当該差額に100分の300を乗じ
た額の合計額の範囲内で要望
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令和６年度概算要求基準

（５）重要政策推進枠（続き）
－前年度当初予算におけるその他の経費に相当す

る額と要望基礎額の差額に100分の300を乗じた
額及び義務的経費が前年度当初予算額を下回る
場合にあっては、当該差額に100分の300を乗じ
た額の合計額の範囲内で要望
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令和６年度概算要求基準

●予算編成過程における検討事項
－物価高騰対策等を含めた重要政策については、

適切に要求・要望
－「こども・子育て支援加速プラン」の内容の具

体化の取扱いについては予算編成過程において
検討
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令和６年度概算要求の基本的考え方
（厚生労働省資料から）
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財務省の考え方
財政制度等審議会（令和５年９月27日開催）

の資料から
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栄養ケア・マネジメントを
通じた栄養業務
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拡大する栄養業務
（令和２年度診療報酬改定から）
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入院患者のPEMと平均在院日数 これはすごい！

PEM：Protein energy malnutrition たんぱく質・エネルギー欠乏（症）

非ＰＥＭ患者

大腿骨骨折患者(1983) 10.0 12.0
関節置換術(1987) 21.5 30.1
脳障害児(1995)                 1 .8 18.0
ICU (前）(1996) 6 .3 8 .1
      (中） 3.5 9.5
      (後） 19.8 27.1
脳卒中後のﾘﾊ(1996) 44.9 58.9
リハ高齢患者 非PEMと5.4日差
股関節置換術(1996) 非PEMの2倍
一般(1997) 4 .0 6 .0
急性腎障害(1999) 23.5 34.8
心臓外科患者 (1999)    11 .6 17.9

ＰＥＭ患者

平均在院日数
内容

神奈川県立保健福祉大学 杉山みち子名誉教授提供のスライドを改変



日本健康・栄養システム学会が
令和２年度診療報酬改定で提案した事項

矢野目英樹他、日本健康・栄養システム学会誌.2019.19（2）

早期経腸栄養介入の効果



日本健康・栄養システム学会が
令和２年度診療報酬改定で提案した事項

●集中治療室（ICU）等における重点的な栄養管理
に対する診療報酬上の新たな評価（加算の新
設）

⇒早期栄養介入管理加算の新設：400点（１日につき）

・患者の早期離床、在宅復帰を推進する観点から、特定集中治

療室において、早期に経腸栄養等の栄養管理を実施した場合



拡大する栄養業務
（令和３年度介護報酬改定から）
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平成26年度老人保健事業推進等補助金（老人保健健康増進事業分）「施設入所・
退所者の経口維持のための栄養管理・口腔管理体制の整備とあり方に関する研
究」（日本健康・栄養システム学会）

杉山、高田、田中：後期高齢者における低栄養, 平成２７年度厚生労働省補助金
後期高齢者の保健事業のあり方に関する研究（研究代表者 鈴木隆雄）※一部追加

杉山みち子氏作成



日本健康・栄養システム学会が
令和３年度介護報酬改定で提案した事項

●介護保険施設における栄養管理の強化
●認知症対応型共同生活介護(認知症グループホー

ム)における栄養管理の強化
●通所系サービスにおける栄養管理の強化
●介護保険における栄養情報連携の強化



日本健康・栄養システム学会が
令和３年度介護報酬改定で提案した事項

●介護保険施設における栄養管理の強化
⇒栄養マネジメント強化加算

・管理栄養士を常勤換算方式で入所者の数を50（施設に常勤栄

養士を１人以上配置し、給食管理を行っている場合は70）で

除して得た数以上配置すること



日本健康・栄養システム学会が
令和３年度介護報酬改定で提案した事項

●認知症対応型共同生活介護(認知症グループホー
ム)における栄養管理の強化

⇒栄養管理体制加算

・管理栄養士が介護職員等へ助言・指導を行い栄養改善のため

の体制づくりを進めることを新たに評価



日本健康・栄養システム学会が
令和３年度介護報酬改定で提案した事項

●通所系サービスにおける栄養管理の強化
⇒栄養アセスメント加算

・通所系サービス等について、管理栄養士と介護職員等の連携

による栄養アセスメントの取組を新たに評価



日本健康・栄養システム学会が
令和３年度介護報酬改定で提案した事項

●介護保険における栄養情報連携の強化
⇒管理栄養士等が居宅療養管理指導を行う際には、必要に応じ

て、これらの支援につながる情報を把握し、また、関連する

情報を医師・歯科医師に提供するよう努めることを明示

⇒加算等の算定要件とされている計画作成や会議について、管

理栄養士等が必要に応じて参加することを明確化



拡大する栄養業務
（令和４年度診療報酬改定）
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日本健康・栄養システム学会が
令和４年度診療報酬改定で提案した事項

●周術期患者に対する栄養管理の強化
（日本外科代謝栄養学会との共同提案）
●重症熱傷患者に対する栄養管理の強化
（日本熱傷学会との共同提案）
●早期栄養介入管理加算の対象の拡大
（日本集中治療医学会との共同提案）



周術期患者に対する栄養管理の強化



早期栄養介入管理加算の対象拡大



栄養ケア・マネジメントが
医療保険・介護保険に定着するために

●医療・介護現場での「思いつき」
●医療・介護での試行
●評価（エビデンスとしての確立、LIFEの活用）
●提案活動
●フォローアップ
●診療報酬・介護報酬への収載



報酬提案時に留意していること

●多くの現場（津々浦々）で実践できること
（実績があること）

●一定程度の努力を必要とするが多大な資源を
要さないこと

●医療の効率化に資すること
●体制に対する評価＜プロセスに対する評価＜
アウトカムに対する評価



リハビリテーション・機能訓練、口
腔、栄養の一体的取組

57
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令和４年度
厚生労働省老人保健健康増進等事業

●リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養

の一体的取組に関する調査研究事業

●通所事業所における口腔・栄養関連サービス

に関する調査研究事業
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令和５年度
厚生労働省老人保健健康増進等事業

●リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養

の一体的取組に関する調査研究事業

●通所事業所における口腔・栄養関連サービス

に関する調査研究事業



令和６年度同時改定に向けた
意見交換会（中医協）

●令和5年3月15日開催（第１回）
－地域包括ケアシステムのさらなる推進のための

医療・介護・障害サービスの連携
－リハビリテーション・口腔・栄養
－要介護者等の高齢者に対応した急性期入院医療



経済財政運営と改革の基本方針2023
（骨太の方針2023）
令和５年６月16日閣議決定

第４章 中長期の経済財政運営
２．持続可能な社会保障制度の構築
（社会保障分野における経済・財政一体改革の強

化・推進）
●「リハビリテーション、栄養管理及び口腔管理

の連携・推進を図る。」


